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プライバシーポリシー 

 

 

個人情報保護宣言 

Plus500JP 証券株式会社(以下「Plus500」または「当社」といいます。)は、お客様の個人情報

および個人番号を適切に取り扱うことが当社の責務であると認識し、以下のとおり個人情報保護

宣言を定めます。 

 

1. 関係法令等の遵守 

当社は、個人情報の保護に関する法令、主務大臣のガイドライン、認定個人情報保護団体

のガイドライン及び本個人情報保護宣言を遵守します。 

 

2. 利用目的 

当社は、お客様の個人情報を、お客様の同意を得た場合または法令により例外として取り

扱われる場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲内で取り扱います。個人番号は、法令

で定められた範囲内でのみ取り扱います。 

 

3. 安全管理措置 

当社は、お客様の個人情報を正確かつ最新の内容に保つよう努めます。 また、送信、保存

その他の処理を行った個人データの破壊、紛失、改ざん、漏えい、アクセス等を防止する

ため、ご提供いただいた個人情報を過誤または不正に保護するために、必要かつ適切な安

全管理措置を講じるとともに、当社の役員、従業員および委託先に対する適切な監督を行

います。 

 

4. 継続的改善 

当社は、お客様の個人情報の適正な取扱いを確保するため、本保護宣言を適宜見直し、継

続的な改善に努めます。 

 

5. 開示等の求めの手続き 

当社は、お客様からご自身の個人データの開示、訂正、利用停止等のお申し出があった場

合は、ご本人であることを確認させていただいた上で、適切かつ迅速な対応に努めます。 

 

当社は、個人番号の保有の有無の開示を求められた場合には、保有有無について回答いた

します。当社は、関連する法令により制限されているか、またはその他の例外が適用され
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ない限り、要求に応じてお客様の保有個人データ (処理中の保有個人データのコピーを含

む)へのアクセスを許可します。 

 

6. 質問・ご意見・苦情等 

当社は、質問、コメント、苦情等に迅速かつ誠実に対応するよう努めます。個人情報に関

するお客様からのお問い合わせご質問、ご意見、苦情等は下記までご連絡ください。 

 

個人情報相談・苦情相談窓口  

Plus500JP 証券株式会社 カスタマーサポート 

住所:  〒105-7133 東京都港区東新橋 1-5-2   汐留シティセンター33 階 

メールアドレス : support.jp@plus500.co.jp       

 

7. 認定個人情報保護団体 

当社は、個人情報保護委員会の認定を受けた認定個人情報保護団体である日本証券業協

会、及び一般社団法人金融先物取引業協会の協会員です。同協会の個人情報相談室では、

協会員の証券 CFD 取引業務及び FX 取引業務に係る個人情報の取扱いについての苦情・相

談をお受けしております。 

 

日本証券業協会(http://www.jsda.or.jp/) 

個人情報相談室:03-6665-6784 

営業時間:9:00〜17:00  

(月曜日から金曜日、土日祝日を除く) 

 

一般社団法人金融先物取引業協会(http://www.ffaj.or.jp/) 

個人情報苦情相談室:03-5280-0881 

営業時間:9:00〜17:00 

 (月曜日から金曜日、土日祝日を除く) 

 

<<主な業務委託内容>> 

 

＜主な個人情報＞ 

主な個人情報は、以下のとおりです。 

1.口座開設申込書、アンケート等に書面またはインターネットを通じて直接ご記入いただいた

お客様から取得した情報 

2.商品・サービスの提供を通じてお客様から取得した情報(お客様サービスの精度向上を目的

として、当社カスタマーサポートへの通話を録音する場合があります)。 

3.その他、関係法令に基づき適切に取得する情報 

 

mailto:support.jp@plus500.co.jp
http://www.jsda.or.jp/
http://www.ffaj.or.jp/
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＜主な業務委託内容＞ 

当社は、業務の一部を外部に委託しています。以下は、個人情報の取扱いを外部に委託する業

務の一例です。 

1.ソフトウェアの開発・管理  

2.口座開設申請の取扱いに関する業務 

3.法律・会計等に関する専門的なアドバイス 

4.情報システムの運用・保守 

5.業務に関連する帳簿及び書類を保管する事業 

6.注文の履行と配送 

7.会社の情報を共有するダイレクトマーケティングサービス。 

8.会社の情報が保持されているクラウドホスティングサービス。 

9. SNS またはインフルエンサーによるアフィリエイト広告を含む広告。 

 

 

＜個人情報取扱事業者の名称、住所及び代表者の氏名＞ 

名称: Plus500JP 証券株式会社 

住所: 〒105-7133 東京都港区東新橋 1-5-2 汐留シティセンター33 階 

代表者氏名: 越智一真     

 

 

個人情報の取り扱いについて 

 

当社は、お客様に安心して当社のサービスをご利用いただけるよう、お客様の個人情報の取り

扱いについて以下の方針を定め、その重要性を認識し、関係法令を遵守し、適切な管理を行い

ます。 

 

(1). 個人情報の利用目的 

 

当社は、以下の事業活動において、個人情報を以下の利用目的の達成に必要な範囲内でのみ取

り扱い、必要な範囲を超えた個人情報の取扱いはいたしません。当社は、合理的な範囲を超え

た個人情報の利用目的の変更はいたしません。他の目的で個人情報を処理する場合は、別途通

知し、必要に応じて同意を求めます。 

 

 

 

 

＜事業内容＞ 
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金融商品取引業(有価証券の売買、有価証券の売買の仲介、店頭デリバティブ取引及び有価証券

の売出し又は売却に関する業務)、商品先物取引業（店頭商品デリバティブ取引に関する業務）

及びこれらに付随する業務 

その他、金融商品取引業者及び商品先物取引業者が法令により従事を認められている業務(将来

取扱いが認められる業務を含む。） 

 

＜利用目的＞ 

1. 金融商品取引法に基づく金融商品又は商品先物取引法に基づく商品先物取引の勧誘、購

入、販売、情報・サービスの提供のため 

2. 金融商品等又は商品先物取引の勧誘、購入、販売、当社、当社の関係会社、提携先のサ

ービスの紹介・提供のため 

3. 金融商品又は商品先物取引の勧誘、売買、適合性の原則等を考慮したサービスの紹介・

提供の適切性を判断するため 

4. お客様ご本人であることを確認するため  

5. 取引結果、預金残高、投資等のお客様への報告・確認のため 

6. お客様とのお取引に関する事務を行うため 

7. お客様との契約や法令に基づく権利の行使や義務の履行のため 

8. 市場調査、顧客満足度調査、データ分析、アンケート等による金融商品・商品先物取

引・サービスの研究・開発のため 

9. 個人情報の取扱いに関するお問い合わせへの対応のため 

10. 当社の経営・内部管理のため 

11. お客様の電子識別データ及び取引プラットフォームでの取引活動履歴を基にサービス改

善等を目的として情報分析を行うため 

12. その他、お客様とのお取引を適切かつ円滑に履行するため 

13. お客様との連絡のため 

14. 取引する商品に関する情報を提供するため 

 

(2). 機微（センシティブ）情報 

 

当社は、政治的意見、宗教的信条(宗教、思想、信条)、労働組合への加入、人種・民族、門

地・本籍地、医療・性生活、犯罪歴に関する情報（以下「機微（センシティブ）情報」といい

ます)は、次のいずれかに該当する場合を除き、取得、利用、第三者提供を行いません。また、

以下のいずれかの事由により機微（センシティブ）情報を取得、利用または第三者に提供する

場合には、それぞれの事由を逸脱した情報を取得、利用または第三者に提供しないよう、細心

の注意を払って取り扱います。 

 

1. 法令等に基づく場合 

2. 人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合 
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3. 公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のため特に必要がある場合 

4. 国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行する

ことに対して協力する必要がある場合 

5. 個人情報保護法第 20 条第 2 項第 6 号に掲げる場合に機微（センシティブ）情報を取得す

る場合、個人情報保護法第 18 条第 3 項第 6 号に掲げる場合に機微（センシティブ）情報

を利用する場合、または個人情報保護法第 27 条第 1 項第 7 号に掲げる場合に機微（セン

シティブ）情報を第三者提供する場合 

6. 源泉徴収事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体もしくは労働組合への

所属もしくは加盟に関する従業員等の機微（センシティブ）情報を取得、利用または第三

者提供する場合 

7. 相続手続等による権利義務の譲渡の遂行に必要な範囲で機微（センシティブ）情報を取

得、利用または第三者に提供する行為 

8. 金融商品取引業その他の金融分野における業務又は商品先物取引業の適正な運営を確保す

るために、ご本人の同意に基づき、当社の業務遂行上必要な範囲で機微（センシティブ）

情報を取得、利用又は第三者に提供する場合 

9. 機微（センシティブ）情報に該当する生体認証情報を本人の同意に基づき、本人確認に用

いる場合 

 

(3). 個人情報の適正な取得 

 

1. 当社は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得しません。 

2. 当社は、第三者から個人情報を取得する場合は、本人の利益を不当に侵害しません。当社

は、個人情報の不正取得等の不正の行為を行っている第三者から、当該情報が漏えいした

個人情報であることを承知の上で個人情報を取得しません。 

3. 当社が個人情報を取得するソースまたは方法には、次のものが含まれます。 

・口座開設申込書、各種届出書、アンケート、お客様からのお問い合わせ等、インターネ

ットを通じて直接書面にご記入いただくか、インターネットを通じて画面に直接入力し

ていただくこと 

・商品・サービスの提供を通じてお客様にお伺いすること 

・音声または画像の録音、電子メールの受信、または当社のウェブサイト上のアクセスま

たは操作の記録、または当社が送信する電子メール 

・官報、新聞、雑誌、インターネット等 

・データベースサービスプロバイダー等の第三者 

 個人情報をご提供いただけない場合、当社のサービスの全部または一部をご利用いただ

けない場合があります。  

 

 

(4). 個人情報取得にあたっての個人情報の利用目的の公表・通知・明示 
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当社は、個人情報の利用目的を当社ウェブサイトに掲載するプライバシーポリシーに記載する

ことにより公表し、個人情報の取得に際しては、あらかじめ利用目的を公表している場合を除

き、速やかにその利用目的をご本人に通知し、または公表します。ご本人から直接書面により

個人情報を取得する場合は、あらかじめ利用目的を明示いたします。  

 

(5). 個人情報の正確性の確保 

 

当社は、法令により保存期間が定められている場合を除き、保有する個人データの利用目的に

応じて保存期間を設定し、その期間経過後は個人データを消去します。 

 

(6). 個人情報の安全管理措置 

 

当社は、当社が取り扱う個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の安全管理

のため、安全管理のための基本方針及び取扱規程の策定、安全管理措置の実施体制の確立等、

必要かつ適切な措置を講じます。必要かつ適切な措置には、取得、利用、保管等の各段階にお

ける以下の措置が含まれます。 

 

1. 組織的安全管理措置  

当社は、個人データの安全管理措置に関する従業者の責任と権限を明確に定め、安全管理

に関する規程類を整備・実施し、その実施状況を点検・監査します。  

2. 人的安全管理措置  

当社は、秘密保持契約等を締結します。当社従業者とともに教育・研修を実施し、個人デ

ータの安全管理が図られるよう、従業者に対する必要かつ適切な監督を行います。  

3．物理的安全管理措置 

当社は、個人データを取り扱う区域の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、個人デ

ータの削除及び機器、電子媒体等の廃棄等の措置を講じます。 

4. 技術的安全管理措置  

当社は、個人データおよび個人データを取り扱う情報システムへのアクセス管理、情報シ

ステムの監視等の個人データの安全管理のための技術的措置を講じます。 

5．外的環境の把握 

当社は、外国において個人データを取り扱う場合、当該外国の個人情報の保護に関する制

度等を把握した上で、個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じます。 

 

 

 

 

 



 

7 

 

 

(7).個人データの取扱いの委託 

 

当社は、利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部または一部を委託

します。当社は、個人データの取扱いの全部または一部を外部に委託する場合は、委託された

個人データの安全管理が図られるよう、委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。 

 

お客様の個人データは、欧州連合(EU)の加盟国であるブルガリアおよび EU 外の国であるイス

ラエル並びにアメリカ合衆国（カリフォルニア州）に送信、保管、使用される可能性がありま

す。お客様は、当社がそのような行為を行うことに同意したうえでご自身の個人情報を当社に

提供してください。 

 

１）イスラエルの個人データ保護システムの詳細については、個人データ保護委員会が作成し

た以下の文書を参照してください。［提供先は、概ね個人データの取扱いについて我が国の個

人情報取扱事業者に求められる措置と同水準の措置を講じています。］ 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/israel_report.pdf  

 

２）アメリカ合衆国（カリフォルニア州）の個人データ保護システムの詳細については、個人

データ保護委員会が作成した以下の文書を参照してください。［提供先は、概ね個人データの

取扱いについて我が国の個人情報取扱事業者に求められる措置と同水準の措置を講じていま

す。］ 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/california_report.pdf 

 

(8). 個人データの第三者への提供 

 

当社は、次のいずれかに該当する場合を除き、個人データを第三者に提供いたしません。 

 

1. あらかじめご本人の同意を得た場合 

2. 法令に基づく場合 

3. 税務当局、捜査機関、司法機関その他の外部機関からの照会または調査への対応 

4. 人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得るこ

とが困難であるとき 

5. 利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データの取扱いの全部または一部を以下の

者に委託する場合  

-Plus500 グループ会社  

-当社の第三者サービスプロバイダー 

-アフィリエイト等マーケティング業務委託業者 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/israel_report.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/california_report.pdf
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6. 合併、売却、再編、買収、合弁事業、譲渡、譲渡、または当社の事業、資産、または株式

の全部または一部のその他の処分の場合(破産または同様の手続きに関連するものを含

む)。 

7. 当社の権利、ユーザー、システム、およびサービスを保護するため 

8. その他、法令により認められる場合 

 

また、犯罪防止、検出、調査、損失防止、詐欺防止などの法律、規制、またはコンプライアン

ス上の理由から、取引口座を閉鎖した後も個人データを使用および保持する必要がある場合が

あります。 

(9). 保有個人データの開示、訂正、追加、削除、利用停止等のご請求手続き 

 

当社は、当社所定の申請手続きに従い、保有個人データの利用目的の通知、開示、訂正、追

加、削除、利用停止、消去および第三者提供の停止ならびに第三者提供記録の開示(以下、総

称して「開示等」といいます)のご請求を受け付けます。詳しくは「個人情報の開示等の求め

の手続きの手引き」をご覧ください。 

 

ダイレクトメールなどのマーケティング目的での情報の使用を制御したい場合は、アカウン

トにログインし、[通知方法の変更]タブから受信する通知の種類(電子メール、SMS、または

プッシュ通知)を選択します。その他のマーケティング設定を確認および修正するには、プラ

ットフォームの[アカウント]タブの下にある[プライバシー設定]に移動します。 

注: プライバシー設定の通知と変更は、可能な限り速やかに処理されます。  

 

 

(10). クッキー  

 

クッキーは、お客様のデバイス上に置かれる小さなテキストファイルであり、インターネッ

ト上で一般的に使用されています。当社のウェブサイトおよび取引プラットフォームでは、

以下の種類のクッキーを使用しています。 

 

１．必須クッキー：  

ユーザーが当社のウェブサイトの機能をナビゲートし、利用できるようにするために必

要です。これらのクッキーは、安全なオンライン環境とウェブサイト機能の正しい機能

性を提供することを可能にします。 

２．パフォーマンス/統計分析クッキー：  

当社の広告活動のための情報収集に使用されます。このデータの一部には、お客様を当

サイトに誘導した以前に訪問したウェブサイトや、ウェブサイトの平均訪問時間などが

含まれます。これは、当社のウェブサイトの使いやすさを向上させ、お客様の利便性を
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高めるのに役立ちます。また、匿名の閲覧習慣を追跡する技術も使用しています。この

情報は、当社のオンライン広告の効果を理解するのに役立ちます。 

 

３．機能性クッキー： 

お客様が当社ウェブサイト上で行った選択を記憶するために使用されます。これには、

言語設定やテキストサイズやフォントの変更などが含まれます。 

４．ターゲティングクッキー： 

Plus500 ウェブサイトでのお客様の閲覧習慣を追跡し、ターゲティング（関心に基づ

く）広告を配信するために使用されます。また、広告の表示回数を制限したり、広告キ

ャンペーンの効果を測定するためにも使用されます。これらは通常、当社の許可を得て

広告ネットワーク（第三者）によって設置されます。これらの広告ネットワークは、お

客様が当社のウェブサイトを訪問したことを記憶し、この情報は出版社などの他の組織

と共有されます。 

 

ブラウザの設定を変更することで、クッキーの受け入れを拒否することも可能ですが、その

場合、当ウェブサイトのサービスの一部がご利用いただけなくなることがありますのでご注

意ください。 

 

 

(11). 個人情報の取扱いに関するお問い合わせ・苦情 

 

当社は、個人情報の取扱いに関するお問い合わせ及び苦情に対し、適切に対応いたします。  

 

個人情報に関するお問い合わせ・苦情は、 

Plus500JP 証券株式会社 カスタマーサポート 

住所:     〒105-7133 東京都港区東新橋 1-5-2 汐留シティセンター33 階 

メールアドレス : support.jp@plus500.co.jp 

 

また、当社のウェブサイトの「お問い合わせ」ページまたはプラットフォームの「ヘル

プ」メニューからお問い合わせいただくこともできます。 

 

＜認定個人情報保護団体＞ 

当社は、認定個人情報保護団体である日本証券業協会および一般社団法人金融先物取引業協

会に加盟しています。両協会の個人情報相談室は、組合員の業務運営に関わる個人情報の取

扱いに関する苦情の受付及び相談に応じます。 

 

FX(外国為替証拠金取引) 

一般社団法人金融先物取引業協会 

mailto:support.jp@plus500.co.jp
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個人情報保護苦情相談室 Tel: 03-5280-0881 

営業時間:9:00〜17:00(月曜日〜金曜日、土日祝日を除く) 

  

CFD(株価指数取引) 

日本証券業協会 

個人情報相談室 Tel: 03-6665-6784 

営業時間:9:00〜17:00(月曜日〜金曜日、土日祝日を除く) 
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特定個人情報の取扱いについて 

 

当社は、「行政手続における特定の個人を識別するための個人情報の利用等に関する法律」

(以下「マイナンバー法」といいます。) に基づき、個人番号および特定個人情報を取り扱い

ます。当社は、マイナンバー法に基づく個人番号及び特定個人情報(以下「特定個人情報」と

いいます) の適正な取扱いを確保するために必要な要件を遵守します。本基本方針は、マイナ

ンバー法に基づく特定個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な事項を定め、当社の

業務の適正かつ円滑な運営を確保することにより、個人の権利利益を保護することを目的と

しております。 

 

(1)特定個人情報の利用目的 

 

当社が取得した特定個人情報は、「金融商品取引に関する口座開設の申込み及び届出」、

「商品先物取引に関する口座開設の申込み及び届出」及び「法定書類の作成及び提出」にの

み利用いたします。  

 

(2)関係法令・ガイドライン等の遵守 

 

当社は、「マイナンバー法」、「個人情報の保護に関する法律」、「特定個人情報の適正な

取扱いに関するガイドライン(事業者編)」その他関係法令等に基づき、特定個人情報を適切に

取り扱います。 

 

(3)安全管理措置 

 

当社は、特定個人情報を厳重に管理し、特定個人情報に関する安全管理措置を定め、実施し

ます。 

 

(4). お問い合わせ窓口 

 

当社の特定個人情報の取扱いに関するお問い合わせは、下記までご連絡ください。 

 

<<特定個人情報に関する相談及び苦情窓口>> 

Plus500JP 証券カスタマーサポート 

住所:〒105-7133 東京都港区東新橋 1-5-2 汐留シティセンター33 階 

メールアドレス : support.jp@plus500.co.jp 

 

 

 

mailto:support.jp@plus500.co.jp


 

12 

 

 

 

<<プライバシーポリシーの見直しと改訂>> 

 

当社は、個人情報及び特定個人情報の取扱いに関する基本方針である本プライバシーポリシー

の内容を適宜見直し、関係法令の改正、情報技術環境の変化等に応じて改善を行います。改定

後の基本方針は、当社ウェブサイトに掲載するとともに、改定後の基本方針の掲示または掲示

により当社事業所に公表します。 

重要と思われる変更を行う場合は、プラットフォームに通知を掲載してお客様に通知いたしま

す。 
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